
１．業務報告書 〔都窪曇髭龍を〕
（１） 事業概要

（業務運営方針）

　

当協会は、 「中小企業を支える身近なパートナー」として、 令和元年度経営計画に基づき、 国、 県
及び市町村の施策の一翼を担いつつ、 適切な信用保証機能を発揮するため、 関係機関と密接に連携
しながら、 金融と経営支援の一体的な取組みを推進し、 ライフステージの様々な局面で必要とする
多様な資金需要に的確かつきめ細かく応えるとともに、 その後の適時適切な期中管理・経営支援に
努めた。

（経済金融情勢）

　

令和元年度の本県経済は緩やかに回復していたものの、中小企業・小規模事業者を取り巻く環境は、
人口減少の進行・少子高齢化をはじめ、 第四次産業革命等の構造変化への対応、 地域経済の活性化、
働き方改革、 事業承継問題など様々な経営課題が山積みしており、依然として厳しいものであった。

　

国においては、 「経済財政運営と改革の基本方針２０１９」、 「成長戦略実行計画」を着実に実行すると
ともに、全世代型社会保障の構築や歳出改革の継続等、経済財政運営に万全を期すこととされ、
県においても、 新幹線開業の効果を持続・深化させるとともに、 経済・産業の振興、地域の活性化に
向けた取組みなどを推進していくこととされた。

　

しかしながら、 本年に入り世界各地に拡散している新型コロナウイルス感染症の影響により、
我が国及び本県経済は大変厳しい状況となった。国においては、 「新型コロナウイルス感染症対策の
基本方針」 を取りまとめるとともに、 ２度にわたる緊急対応策に基づき、 感染拡大防止に加えて、
中小企業・小規模事業者等の資金繰り対策などにより事業の継続と雇用の維持等に全力で取り組む
こととされ、県においても、国・市町村等の関係機関と十分な連携を図り、感染拡大防止と経済活動の
活性化に向けて、 県を挙げて取り組むこととされた。

（当協会の対応）
当協会は、 国、 県及び市町村で講じられた中小企業施策に呼応し、 各種保証制度の創設・拡充等に
よる金融支援策を推進するとともに、経営支援機関と連携した「とやま中小企業・小規模事業者
サポート事業」や国の助成事業の活用などにより、 中小企業・小規模事業者に伴走した金融支援、
経営支援に取り組んだ。

　

また、 短期継続サポート融資保証制度等の活用や定期的な金融機関への訪問・意見交換会の実施
などにより、金融機関との適切なリスク分担のもと、地域の実情を踏まえた保証の推進等に取り組み、
中小企業・小規模事業者の多様な資金需要にきめ細かく対応するとともに、企業の経営支援にも一層
取り組んだ。

平成３１年４月

令和元年８月

令和元年１０月
令和２年２月
令和２年３月

新規・再利用キャンペーン割引の終了
短期継続融資関係保証の取扱期限延長
設備投資関係保証、創業者支援関係保証の拡充

　　　

など
社外高度人材活用新事業分野開拓関連保証の創設
事業継続力強化関連保証の創設

　　　　　　　　　　

など

高岡市中小企業緊急経営基盤改善資金保証の拡充
富山県地域産業対策資金保証（経済変動対策緊急融資保証）の拡充
富山県緊急経営改善資金保証の拡充

　　　　　　　　

など
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令和元年度の保証承諾、 保証債務残高、 代位弁済等は、 次表のとおりである。

件

　

数

　　　　　

．

　　　　

前期比（％）
金

　

額

（百万円） 前期比（％）

　

計画比（％）前期比（％） 前期比（％） 計画比（％）
保

　　

証

　　

承

　　

諾 ５，２０９ １０６．Ｏ ４８，８３０ １１２，７ １０３．９
保

　

証

　

債

　

務

　

残

　

高 ２０，０６９ ９２，Ｏ １２８，８４２ ９５．７ １０１．Ｏ
保証債務平均残高 ２０，８６９ ９０．Ｏ １３０，１４５ ９３．４ ９９．３

．代

　　

位

　　

弁

　　

済 ３８４ １４１．２ ２，７８７ １７０．２ １４６．７
実

　　

際

　　

回

　　

収 １３０ ７９．８ ８２３ ８１．８ ６８．５
求

　

償

　

権

　

残

　

高 １２０ １１１．１ ５２６ １８２，５ ２９３．９
基

　　

本

　　

財

　　

産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▼ １７，６５３ １００．Ｏ ． １００．Ｏ

①

　

保証承諾額は・ 前期に比べ１２，７％増加し、 計画を３，９％上回った。 富山県経済変動対策緊急

融資保証 （前期比２４６．８％増） の利用が大きく増加したこと等による。
②

　

保証債務残高は、 前期に比べ４．３％減少したが、 繰上償還の大幅な減少などにより、 計画を

１．０％上回った。

③

　

代位弁済額は、中小企業・小規模事業者の金融支援・経営支援を積極的に行うものの、業況不芳
先などの廃業・倒産が増加したことにより、 前期に比べ７０．２％増加し、 計画を４６．７％上回った。

　

このため、 代位弁済率 （代位弁済額（元利計）／保証債務平均残高） は２．１４％と前期に比べ

０．９７ポイント高くなった。

④

　

実際回収は、 保証協会債権回収㈱を活用しながら回収の最大化に努めたが、 回収環境の悪化

　

などにより、 前期に比べ１８．２％減少し、 計画を３１．５％下回った。
⑤

　

基本財産は、 前期と同額の１７６億５３百万円となった。

（事業の展望）

　

県内の景気は、 新型コロナウイルス感染症が内外経済をさらに下振れさせるリスクに十分注意する
必要があるほか、 金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。また、 企業倒産は足元で
増加の動きもみられ、 感染症の影響拡大による必要な資金繰り等への柔軟な対応や、 中小企業・

小規模事業者に対するきめ細かい経営状況の把握と早期の経営支援が重要である。

　

当協会としては、 令和２年度経営計画に基づき、 中小企業・小規模事業者の経営の安定、 持続的

発展を支援する役割を自覚し、金融と経営支援の一体的な取組みを推進するため、国、県及び市町村の
施策の一翼を担いつつ、 適切な信用保証機能の発揮に引き続き努める必要がある。

　

このため、金融機関や商工関係団体 行政関係機関と密接に連携し、信用保証協会法の改正、小規模
企業振興基本計画及び経営者保証ガイドラインの趣旨も踏まえながら、 中小企業・小規模事業者の

視点に立って、 多様な資金需要に的確かつきめ細かく応えるとともに、 その後の適時適切な期中

支援・経営支援に努める。さらには、 組織全体でＰＤＣＡサイクルを回し、 進行管理等を適切に行うと

ともに、業務の健全性と適切性を確保する経営管理態勢を確立し、地域に根ざした公的性質を有する
機関，として、 円滑な事業運営と信頼される組織運営に努め、 「中小企業を支える身近なパートナー」

として、 業務を推進する。



２．収支計算書 〔零繁誓霊鯛蝿婆〕 蝉．ー
科

　　　　　　　

目

　　

． 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

額

経

　　　　

常

　　　　

収

　　　　

入 １，５６３，６３５，１４１
保

　　　　　　　

証

　　　　　　　

料 １，１４４，０８５，４５４
預

　　　

け

　　　

金

　　　

利

　　

三富、 ３３６，５２０
有

　

価

　

証

　

券

　

利

　

息

　

配

　

当

　

金 ５７，９８０，３２７．
調・

　　　　　　

査

　　　　　　　

料 Ｏ
延

　　　

滞

　　　

保

　　　

証

　　　

料 Ｏ
損

　　　　　　　

害

　　　　　　　

金 １９，８５１，２８１
事

　　　

務

　

・ 補

　　　

助

　　　

金 ． １１６，３７８，７４０
責

　

任

　

共

　

有

　

負

　

担

　

金 ２１３，５６９，０００
雑

　　　　　　　

収

　　　　　　　

入 １１，４３３，８１９
経

　　　　

常

　　　　

支

　　　　

出 １，５２５，１２１，９６９
業

　　　　　　　

務

　　　　　　　

費

　　

６５９，３０６，９３１
役

　　

職

　　

員

　　

給

　　

与 ３１０，１９８，０９１
退

　

職

　

給

　

与

　

引

　

当

　

金

　

繰

　

入 ２５，８９８，０００
そ

　　

の

　　

他

　　

人

　　

件

　　

費 ６７，７２４，１３１
旅

　　　　　　　　　　　　　

費 ２，０７７，９９０
事

　　　　　　

務

　　　　　　

費 １２０，２３２，６８２
賃

　　　　　　

借

　　　　　　

料 ３７，００１，５５８
動

　

産

　

・

　

不

　

動

　

産

　

償

　

却 ６，１８７，０３４
信

　　

用

　　　

調

　　

査

　　

費 １３，６６３，４８６
債

　　

権

　　

管

　　

理

　　

費 ６２，９０１，６１２
指

　　

導

　　

普

　　

及

　　

費 ３，０６２，８４７
負

　　　　　　

担

　　　　　　

金 １０，３５９，５００
借

　　　

入

　　　

金

　　　

利

　　　

息 Ｏ
信

　　　

用

　　　

保

　　　

険

　　　

料 ８５２，７７１，７６０
責

　

任 共

　

有

　

負

　

担 金

　

納

　

付

　

金 １２，９８７，１１８
雑

　　　　　　　

支

　　　　　　　

出 ５６，１６０
経

　　

常

　　

収

　　

支

　　

差

　　

額 ３８，５１３，１７２
経

　　　

常

　　　

外

　　　

収

　　　

入 ３，０８８，３１６，７７８
償

　

却

　

求

　

償

　

権

　

回

　

収

　

金 ９９，５３０，３０６
責

　

任

　

準

　

備

　

金

　

戻

　

入 ８３７，３７２，２０７
求

　

償

　

権

　

償

　

却

　

準

　

備

　

金

　

戻

　

入 ５．５，９９４，６４８
求

　

償

　

権

　

補

　

填

　

金

　

戻

　

入 ２，０９４，７４４，７３２
保

　　　　　　

険

　　　　　　

金 １，９３４，８１６，３０８
損

　

失

　

補

　

償

　

補

　

填

　

金 １５９，９２８，４２４
補

　　　　　　　

助

　　　　　　　

金 Ｏ
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

収

　　　

入 ６７４，８８５
経

　　　

常

　　　

外

　　　

支

　　　

出 ３，３４９，３３５，５６９
求

　　　

償

　　　

権

　　　

償

　　　

却 ２，４０８，６１２，８９９
譲

　　

受

　　

債

　　

権

　　

償

　　

却 Ｏ
有

　　

価

　　

証

　　

券

　　

償

　　

却 ２，８５７，６２９
雑

　　　

勘

　　　

定

　　　

償

　　　

却
．

　　　　　　　　　　　

Ｏ

退

　　　　　　　

職

　　　　　　　

金 ４，０３８，３８１
責

　

任

　　

準

　

備

　

金

　

繰

　

入 ７９２，１２４，４６５
求・償

　

権 償

　

却

　

準

　

備

　

金 繰

　

入 １４１，１３０，７６２
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

支

　

・

　

出 ５７１，４３３
経

　

常

　

外

　

収

　

支

　

差

　

額 乙２６１，０１８，７９１
制 度 改 革 促 進 基 金 取 崩 額 Ｏ
収支差．額変動準備金取崩額

　　　　　　　　　　　　

２２２，５０５，６１９

当

　　

．期

　　

収

　　

支

　　

差

　　

額 Ｏ
収支差額変 動準備金繰入額 ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｏ

基本財産繰入額又は基本財産取崩額 ．

　　　　　　　　　　　　　

Ｏ財産繰入額又は基本財産取崩額



３。 貸 借 対 照 表 （令和２年３月３１日現在） （単位：円）
１

　　　

借

　　　　　　　　　

方 ．

　

・ 貸

　　　　　　

．

　

方

　

；

　

．

　

，

科

　

・

　

目

　

． 金

　

．

　　

額 科

　　　　

目 金

　　

．

　　

額

現

　　　　　

・ 金 １４９，２３２ 基

　

本

　

財

　

産 １７，６５３，０３６，３２８
・

　

現

　　　　　　　

金 １４９，２３２ 基

　　　　　　　

金 ４，９８４，８４１，０００

小

　　　

切

　　　

手 Ｏ 基、金

　

準

　

備

　

金

　　　　

１２，６６８，１９５，３２８

・預

　　

け

　　

金

　　　　　　

３，７３３，２９６，３７０ 制度改革促進基金 ．

　　　　　　　　　　　　　　

Ｏ

当

　

．座

　

預

　

金 ．Ｏ 収支差額変動準備金 ６，５４７，６９４，５１３

普

　

通

　

預

　

金 ２７９，９２５，９８２ 責

　

任

　

準

　

備

　

金 ７９２，１２４，４６５

通

　

知

　

預

　

金 Ｏ 求償権償却準備金 １４１，１３０，７６２

定

　

期

　

預

　

金 ３，４５０，０００，０００ 退職給与引当金 ３４２，７３３，０００

郵

　

便

　

貯

　

金 ３，３７０，３８８ 損

　

失

　

補

　

償

　

金 １０１，７９８，４８０

金

　

銭

　

信

　

託 ・

　　　　　　

Ｏ 保

　

証

　

債

　

務 １２８，８４２，４８５，０３１

有

　

価

　

証

　

券 ２３，２７９，１６８，５０９ 求償権補填金 Ｏ

国

　　　　　　　

債 Ｏ 保

　　　

険

　　　

金 Ｏ

地

　　　

方

　　　

債 ６，５９９，５９８，４０１ 損失補償補填金 Ｏ

社

　　　　　　　

債 １６，５８０，３８０，４４４ 借

　　　

入

　　　

金 ０

　

，

株

　

．

　　　

式 ９９，１８９，６６４ 長

　

期

　

借

　

入

　

金 Ｏ

受

　

益

　

証

　

券 Ｏ （うち日本政策金融公庫分） Ｏ

その他有価証券 ２，１６９，３１５ 短

　

期．借

　

入

　

金 Ｏ

新

　

株

　

予

　

約

　

権 Ｏ （うち日本政策金融公庫分） Ｏ

フ

　

ァ

　

ン

　

ド 出 資 ２，１６９，３１５ 収支差額変動準備金造成資金 Ｏ

動 産 ・ 不 動 産 ３６，４１７，４０４ 雑

　　　

勘

　　　

定 ２，５５３，２５９，６１１

事 業 用 不 動 産 １６，５０１，０７０ 仮

　　　

受

　　　

金

　　　　

８，０２１，９１３

事

　

業

　

用

　

動

　

産 １９，９１６，３３４ 保

　

険

　

納

　

付

　

金 ４５，９１０，０７５

所有動産・不動産 Ｏ 損失補償納付金 ６，３４２，０３４

損失．補償金見返 １０１，７９８，４８０ 未 経 過 保 証 料 ２，４９０，３０４，６７０

保 証 債 務 見 返 １２８，８４２，４８５，０３１ ． 未

　

払

　

保

　

険

　

料

　　　　

１，１１８，３８０

求

　　　

償

　　　

権 ５２５，７８３，３１４ 未

　

払

　

費

　

用 ． １，５６２，５３９

譲

　

受

　

債

　

権 Ｏ

雑

　　　

勘

　　　

定 ４５２，９９４，５３５

仮

　　　

払

　　　

金 ３３１，５１１

保

　　　

証

　　　

金 Ｏ

厚

　

生

　

基

　

金 ５１，６４６，２００

連

　

合

　

会

　

勘

　

定 １０，９１２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

未

　

収

　

利

　

息 １０，９５０，５６５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

未 経 過 保 険 料． ３９０，０５５，３４７

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　

．

合

　　　　

計 １５６，９７４，２６２，１９０ 合．・

　

．計 １５６，９７４，２６２，１９０

　

．



４。 財 産 目 録 （令和２年３月３１日現在）
（単位：円）

資

　　　　　　　　

産
．

　　　

負

　　　　　　　　

債

科

　　　　　

目 金

　　　　　　

額 科

　　　　　

目 金

　　　　　　

額

現

　　　　　

、

　　　

金 １４９，２３２ 責

　

任

　

準

　

備

　

金 ７９２ゾ１２４，４６５

預

　　　　

け

　　　

金 ３，７３３，２９６，３７０ 求償権償却準備金 １４１，１３０，７６２

金

　　

銭

　　

信

　　

託
． Ｏ 退職給与引 当金 ３４２，７３３，０００

有

　　

価

　　

証

　　

券 ２３，２７９，１６８，５０９ 損

　

失

　

補

　

償

　

金 １０１，７９８，４８０

その他有価証券 ２，１６９，３１５ 保

　　

証

　　

債

　　

務 １２８，８４２，４８５，０３１

動

　

産

　

・ 不

　

動

　

産 ３６，４１７，４０４ 求償権補て ん金 Ｏ

損・失補償 金見返 １０１，７９８，４８０ 借

　　　

入

　　　

金 Ｏ

保

　

証

　

債

　

務

　

見

　

返 １２８，８４２，４８５，０３１ 雑

　　　

勘

　　　

定 ２，５５３，２５９，６１１

求

　　　

償

　　　

権 ５２５，７８３，３１４

譲

　　

受

　　

債

　　

権 Ｏ

雑

　　　

勘

　　　

定 ４５２，９９４，５３５

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

合

　　　

計 １５６，９７４，２６２，１９０ 合

　　　

計 １３２，７７３，５３１，３４９

正

　　

味

　　

財

　　

産 ２４，２００，７３０，８４１


